
（単位：トン）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

5,275 7,027 7,152 7,455 6,681 6,980 7,268 6,379 6,532 7,444 7,047 8,007 83,247

2,519 3,432 3,632 3,881 3,432 3,612 3,719 3,300 3,366 3,942 3,669 4,154 42,658

47.8% 48.8% 50.8% 52.1% 51.4% 51.7% 51.2% 51.7% 51.5% 53.0% 52.1% 51.9% 51.2%

※（財）日本容器包装リサイクル協会資料から環境省作成

８．プラスチック製容器包装のマテリアルリサイクルにおける収率実績
（平成15年度）

※「収率」は「再商品化製品製造量」÷「再商品化投入量」で求めた比率である

再商品化投入量

再商品化製品製造量

収率（％）
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（参考） 

プラスチック製容器包装材料リサイクル再商品化製品の 

品質基準のあり方に関する検討について 

※３月 17日産業構造審議会資料より 
１．目的 

プラスチック製容器包装廃棄物は、白色発泡トレイが単体で分別収集される場合等を除

き、多種多様な素材、形状からなるものが混在しているため、材料リサイクルが難しいと

されている。 

その一方で、容器包装リサイクル法においては、産業構造審議会の審議結果を踏まえ、

材料リサイクルがケミカルリサイクルに比し優先されていることもあり、再商品化製品

（フレーク、ペレット等）の品質の向上維持は重要な課題となっている。 

このため、材料リサイクル再商品化製品の品質向上に向け、再商品化事業者に統一的に

求めていくべき品質項目等の設定の可能性を検討することを目的とした。 
 

２．実施時期 

 平成１５年度 
 
３．実施方法 

 経済産業省の調査事業として、「プラスチック製容器包装材料リサイクル再商品化製品

の品質基準のあり方に関する検討委員会（委員長：鍋島淑郎元玉川大学教授）」を設置し、

再商品化事業者や再商品化製品利用事業者からのヒアリングを行い、その結果を基に更に

検討を加えた。 
 
４．委員名簿 

  委員長 鍋島淑郎 元玉川大学教授 

委員  木村照夫 京都工芸繊維大学大学院教授 

西谷吉憲 社団法人プラスチック処理促進協会 広報部長 

滝田靖彦 プラスチック容器包装リサイクル推進協議会 事務局長 

高野忠夫 財団法人化学技術戦略推進機構 高分子試験・評価センター 

センター長 常務理事 

中尾正博 日本ポリエチレン株式会社 生産管理部環境安全室長 

安藤正春 財団法人日本容器包装リサイクル協会 

理事・プラスチック容器事業部長 

 オブザーバー 

     経済産業省産業技術環境局リサイクル推進課 

     経済産業省製造産業局化学課 

     環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室 
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５．委員会開催実績 

第１回 平成１５年１２月５日（金） 

・委員会の趣旨説明、調査の進め方についての検討等 

第２回 平成１６年１月１３日（火） 

・再商品化製品利用事業者のヒアリング 

第３回 平成１６年１月２８日（水） 

・再生処理事業者のヒアリング 

第４回 平成１６年２月２７日（金） 

・品質基準のあり方に関する検討 

 

６．検討結果 

（１）品質基準のあり方について 

再生処理事業者と再商品化製品利用事業者が品質情報を共有することにより、再商品

化製品の品質向上および再商品化製品の販売促進が期待されると見込まれるとともに、

再商品化製品に含有される水分の測定を行うことにより、再商品化製品の収率の管理を

より正確に行うことが可能となることから、再生処理事業者による主要項目に関する品

質測定および測定結果の報告義務を課することが適当であるとされた。 
なお、再商品化製品の品質基準値について、最低限確保すべき品質基準を定めるべき

との意見もあったが、再生処理業者における品質管理が多くの場合、目視等の経験に基

づき実施されており、実際の計測がほとんど行われていない現状においては、直ちに設

定することが困難であるとともに、仮に、その状況で最低限の数値を示すとすると、相

当緩やかな数値を示さざるを得ないこととなり、結果として、その品質さえ満足すれば

良いという誤解を生じる恐れもあるという判断であった。 
そこで、品質基準値の設定については、まず、再商品化製品の品質に関するデータを

把握し、その上で改めてその設定の必要性や可能性について検討を加えることが妥当で

あるとされた。 
 
（２）品質測定および測定結果の報告の方法 

プラスチック製容器包装材料リサイクル再商品化製品の品質については、再生処理業

者と再商品化製品利用事業者の間における品質情報の円滑化および再商品化工程の収率

管理に向けて、以下に掲げる内容について、再生処理事業者に対して、再商品化製品の

品質測定を義務付けるとともに、測定方法・結果について再商品化製品利用事業者およ

び財団法人日本容器包装リサイクル協会へ報告することを義務付けることが適当である

とされた。 
 
 

33



ア．測定対象製品 
①測定対象製品は、原則、全ての製品を対象とする。 
ただし、ＰＥ単体、ＰＰ単体、ＰＳ単体、ＰＥＴ単体については、製造量が少

ないことおよびＰＰ・ＰＥ混合品の品質を管理することで概ね状況が把握できる

ことから、測定の効率性等を勘案して測定の実施の可否および測定項目を決定す

ることを検討する。 
②対象とする製品の形態は、ペレット、フレーク、フラフ、フレーク・フラフ減容

品、フレーク・フラフ混合品など全てを対象とする。 
③対象とする再生処理施設は、再生処理を実施する全ての施設とする。 

 
イ．測定項目および実施方法 
① 測定項目は、水分、塩素分、主成分、メルトフローレート（ＭＦＲ）の４項目

とする。 
② 実施方法については、再生処理事業者における準備や測定方法の実態に即して

定めることが必要であることから、その詳細については、財団法人日本容器包

装リサイクル協会にて定める必要がある。 
 
表５．再生処理事業者における品質測定の実施について

測定項目 測定可能性 課題 適用時期

水分 可能 具体的測定方法の設定 Ｈ１７年度

塩素分 可能 具体的測定方法の設定 Ｈ１７年度

主成分 測定方法の検討要

溶剤可溶性など測定方法の検討
（ex/ＰＰ／ＰＥ混合品については、
キシレンによりＰＳ分を測定するこ
とで代替等）

測定方法等の詳細が整い次第
（Ｈ１８年度を目処に実施）

ＭＦＲ 測定基準の設定要
特にフラフについては条件設定等
を定める必要性あり

測定方法等の詳細が整い次第
（H１８年度を目処に実施）
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表６．水分・塩素分の測定頻度・サンプリング等について

測定項目 測定頻度 サンプリング時 サンプル量

水分
原則は、製品出荷毎に測定
することが望ましい

容リ協に報告する再商品化製
品の販売量の計量時と同一の
タイミングで測定することが必
要

測定を行う水分計にあわせて設定

塩素分

３か月に一回（季節変動・
ロット変動等を加味。安定し
た段階では頻度を落とすこ
とを検討）

再商品化製品製造後、出荷前
（乾ベース）

蛍光Ｘ線、原子吸光など測定装置
にあわせて設定

 

 
 

ウ．費用負担 
品質測定に掛かる費用は、再生処理事業者の負担とする。 

 
エ．品質測定機関 

品質測定を行う主体は、再生処理事業者自ら、または専門の測定機関に委託して

行うこととする。なお、水分については、乾燥により測定値が変わらないよう委託

することなく、サンプリング時に測定を行うことが必要である。 
 測定を委託する場合、委託先は都道府県工業試験場等の公的機関またはＧＬＰ

（Good Laboratory Practice：優良試験規範）取得機関など、信頼性を担保できる
機関であることが必要とされる。 

 
（３）品質測定の信頼性の確保 

 品質測定は、再生処理事業者が実施するものであるが、品質測定の信頼性の確保に向

けて、必要に応じて、財団法人日本容器包装リサイクル協会等の第三者が測定対象物の

サンプリングおよび品質測定を行い再生処理事業者の測定結果と照合する、あるいは再

生処理事業者のサンプリングに立ち会う必要があるとされた。 
    
（４）品質情報の公表について 

 材料リサイクル再商品化製品の流通の円滑化に向けて、個々の再生処理事業者の品質

情報が、幅広く再商品化製品利用事業者等に公開されることが望ましいとされた。 
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（５）その他 

ア．フラフ、フレーク・フラフ混合品の法律上の位置づけの明確化について 
 容器包装リサイクル法の告示において、再商品化製品の記述として「ペレット等」

とされており、現状では、フラフ、フレーク・フラフ混合品も「ペレット等」に含ま

れるものとして運用されているが、フラフ、フレーク・フラフ混合品については、特

定の事業者に対する製品として流通しているのが現状であるが、その品質は水分を多

量に含むなどの問題が指摘されており、輸送効率も悪いという指摘があることから、

更なる再商品化製品の品質向上を期すに当たっては、今後の品質測定等の実施状況を

も踏まえ、その運用上の取り扱いについて検討することが望まれるとされた。 
 
イ．リサイクルシステム全体に関する検討について 
 プラスチック製容器包装材料リサイクル製品の品質測定および測定結果の報告等

により、再商品化製品の一定の品質向上および流通促進が期待されることから、今後

は、これら品質測定等の促進を図り、その効果を評価していく必要があるとともに、

それらの結果に基づき再商品化製品を利用した成形品等の品質向上および販売促進

を含めたリサイクルシステム全体の適正化に関する検討を行うことが、プラスチック

製容器包装材料リサイクルの更なる効率化に資するものと認められるとされた。 
 

以上 
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10．参照条文

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律

（平成七年六月十六日法律第百十二号）

（定義）

第二条 この法律において「容器包装」とは、商品の容器及び包装であって、

当該商品が費消され、又は当該商品と分離された場合に不要になるものをい

う。

６ この法律において「分別基準適合物」とは、市町村が第八条に規定する市

町村分別収集計画に基づき容器包装廃棄物について分別収集をして得られた

物のうち、環境省令で定める基準に適合するものであって、主務省令で定め

る設置の基準に適合する施設として主務大臣が市町村の意見を聴いて指定す

る施設において保管されているもの（有償又は無償で譲渡できることが明ら

かで再商品化をする必要がない物として主務省令で定める物を除く ）をい。

う。

７ この法律において「特定分別基準適合物」とは、主務省令で定める容器包

装の区分（以下「容器包装区分」という ）ごとに主務省令で定める分別基。

準適合物をいう。

８ この法律において分別基準適合物について「再商品化」とは、次に掲げる

行為をいう。

一 自ら分別基準適合物を製品（燃料として利用される製品にあっては、政

令で定めるものに限る ）の原材料として利用すること。。

二 自ら燃料以外の用途で分別基準適合物を製品としてそのまま使用するこ

と。

三 分別基準適合物について、第一号に規定する製品の原材料として利用す

る者に有償又は無償で譲渡し得る状態にすること。

四 分別基準適合物について、第一号に規定する製品としてそのまま使用す

る者に有償又は無償で譲渡し得る状態にすること。
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循環型社会形成推進基本法

（平成十二年六月二日法律第百十号）

（循環資源の循環的な利用及び処分の基本原則）

第七条 循環資源の循環的な利用及び処分に当たっては、技術的及び経済的に

可能な範囲で、かつ、次に定めるところによることが環境への負荷の低減に

とって必要であることが最大限に考慮されることによって、これらが行われ

なければならない。この場合において、次に定めるところによらないことが

環境への負荷の低減にとって有効であると認められるときはこれによらない

ことが考慮されなければならない。

一 循環資源の全部又は一部のうち、再使用をすることができるものについ

ては、再使用がされなければならない。

二 循環資源の全部又は一部のうち、前号の規定による再使用がされないも

のであって再生利用をすることができるものについては、再生利用がさ

れなければならない。

三 循環資源の全部又は一部のうち、第一号の規定による再使用及び前号の

規定による再生利用がされないものであって熱回収をすることができる

ものについては、熱回収がされなければならない。

四 循環資源の全部又は一部のうち、前三号の規定による循環的な利用が行

われないものについては、処分されなければならない。

容器包装廃棄物の分別収集に関する省令

（平成七年十二月十四日厚生省令第六十一号）

（分別基準）

第二条 法第二条第六項 の環境省令で定める基準は、次の表の中欄に掲げる

市町村が法第八条 に規定する市町村分別収集計画に基づき容器包装廃棄物

について分別収集をして得られた物ごとに当該物に対応する同表の下欄に掲

げるとおりとする。

一 主として鋼製の容器包装に係る 一 原則として最大積載量が一万キロ

物 グラムの自動車に積載することがで
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きる最大の容量に相当する程度の分

量の物が収集されていること。

二 圧縮されていること。

三 原材料として主として他の素材を

利用した容器包装が混入していない

こと。

、 、四 容器包装以外の物が付着し 又は

混入していないこと。

（以下、略）

三 主としてガラス製の容器（主と 一 （略）

してほうけい酸ガラス製のもの 二 洗浄されていること。

及び主として乳白ガラス製のも （以下、略）

のを除く ）に係る物。

七 主としてプラスチック製の容器 一 一の項第一号から第四号まで及び

包装であって、飲料又はしょう 三の項第二号に適合すること。

ゆを充てんするためのポリエチ 二 ポリエチレンテレフタレート製以

レンテレフタレート製の容器に 外の主としてプラスチック製の容器

係る物 包装が混入していないこと。

三 ポリエチレンテレフタレート製の

ふた以外のふたが除去されているこ

と。

八 主としてプラスチック製の容器 一 一の項第一号、第三号及び第四号

包装（飲料又はしょうゆを充て に適合すること。

んするためのポリエチレンテレ 二 圧縮されていること。ただし、白

フタレート製の容器を除く ）に 色の発泡スチロール製食品用トレイ。

係る物 のみの場合にあっては、この限りで

ない。

三 飲料又はしょうゆを充てんするた

めのポリエチレンテレフタレート製

の容器が混入していないこと。

四 プラスチック製のふた以外のふた

が除去されていること。

五 白色の発泡スチロール製食品用ト
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レイのみの場合にあっては、洗浄さ

れ、乾燥されていること。

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律第七条第一項の

規定に基づく平成十五年度以降の五年間についての分別基準適合物の再商品

化に関する計画

（ 、 、 、 、平成十四年十一月二十九日財務省 厚生労働省 農林水産省 経済産業省

環境省告示第二号）

六 規則第四条第六号に定める分別基準適合物（ 以下「プラスチック製容

器包装に係る分別基準適合物」という）

３ 再商品化の具体的方策に関する事項

プラスチック製容器包装に係る分別基準適合物は、次により再商品化

がされる。

(1) 減容顆粒品又はインゴットを得るための施設において、白色の発

泡スチロール製食品用トレイに係る分別基準適合物に対し、異物の除

去、破砕その他の処理をし、減容顆粒品又はインゴットを得ることに

より再商品化がされる。当該減容顆、粒品又はインゴットはペレット

というプラスチック原料を得るために利用され当該ペレットは、発泡

スチロール製食品用トレイその他のプラスチック製品等の原材料とし

て利用される。

(2) 減容顆粒品又はインゴットを得ることなくペレットというプラス

チック原料を得るための施設において、白色の発泡スチロール製食品

用トレイに係る分別基準適合物に対し、異物の除去、破砕その他の処

理をし、減容顆粒品又はインゴットを得ることなくペレットというプ

。 、ラスチック原料を得ることにより再商品化がされる 当該ペレットは

発泡スチロール製食品用トレイその他のプラスチック製品等の原材料

として利用される。

(3) ペレット等のプラスチック原料を得るための施設において異物を

除去洗浄破砕その他の処理をし、ペレット等のプラスチック原料を得

ることにより再商品化がされる。当該プラスチック原料は、プラスチ

ック製品等の原材料として利用される。

(4) ペレット等のプラスチック原料を得ることなくプラスチック製品
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等を得るための施設において、異物の除去、洗浄、破砕、成形その他

の処理をし、ペレット等のプラスチック原料を得ることなくプラスチ

ック製品等を得ることにより再商品化がされる。

(5) 高炉で用いる還元剤を得るための施設において、異物の除去、破

砕、脱塩素、検査、分級その他の処理をし、高炉で用いる還元剤を得

ることにより再商品化がされる。当該還元剤は、高炉において鉄鉱石

を還元するために利用される。

(6) コークス炉で用いる原料炭の代替物を得るための施設において、

異物の除去、破砕、脱塩素、検査、分級その他の処理をし、コークス

炉で用いる原料炭の代替物を得ることにより再商品化がされる。当該

原料炭の代替物は、コークス炉においてコークス、炭化水素油並びに

水素及び一酸化炭素を主成分とするガスの原材料として利用される。

(7) 炭化水素油を得るための施設において、異物の除去、破砕、脱塩

素、熱分解、精製その他の処理をし、炭化水素油を得ることにより再

商品化がされる。当該炭化水素油は、化学工業等において原材料又は

燃料として利用される。

(8) 水素及び一酸化炭素を主成分とするガスを得るための施設におい

て、異物の除去、破砕、熱分解、改質、精製その他の処理をし、水素

及び一酸化炭素を主成分とするガスを得ることにより再商品化がされ

る。当該ガスは、化学工業等において原材料又は燃料として利用され

る。
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